
墨田区児童育成手当条例の一部を改正する条例（案）概要 

 

 

１ 改正理由 

  所得税法の一部改正により、本条例で引用している「控除対象配偶者」の定義が

「同一生計配偶者」に改められたことに伴い、児童育成手当の支給要件に影響が生

じないよう所要の規定整備を行う。 

 

２ 改正概要 

  児童育成手当の支給要件の１つである所得の判定に用いる「所得税法に規定する

控除対象配偶者」を「所得税法に規定する同一生計配偶者」に改める。 

 

３ 施行期日等 

  公布の日から施行し、平成３１年６月以後の月分の児童育成手当の支給について

適用する。 

 

４ 参考 

  所得税法の一部改正による「控除対象配偶者」及び「同一生計配偶者」の定義 

 所得税法改正後 所得税法改正前 

控除対象配偶者 同一生計配偶者のうち、合計所

得金額が１，０００万円以下で

ある居住者の配偶者 

居住者の配偶者でその居住者と

生計を一にするもの（青色事業

専従者等を除く。）のうち、合

計所得金額が３８万円以下であ

る者 

同一生計配偶者 居住者の配偶者でその居住者と

生計を一にするもの（青色事業

専従者等を除く。）のうち、合

計所得金額が３８万円以下であ

る者 
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